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Abstract
In order to reveal the environmental history of the forest in Okayama Prefecture in the modern period, this paper 
analyzes the production situation of the forest products in the scenery of the change of the forest environment. As a 
result, the following items were found out.
After the Meiji period, Okayama Prefecture, which had been in middle or low-ranking as a position among the
whole country as a place of production for lumber and wood charcoal, had produced forest products stably for a long 
term. The amounts of production of the forest products had gently increased after World War I in the background of 
the industrialization and urbanization until the early days of the Showa period. However, the situation had greatly
changed when it entered World War II period, and the amount of production had increased remarkably up to the end 
of the war.
In Okayama of the Meiji period, erosion control works was prosperous so as to be located thirdly on a budget
in the whole country. Therefore, there was the problem of “Hageyama”, the bald mountain in Japanese, from early 
modern period. A remarkable increase in production of lumber and wood charcoal is confirmed for the wartime
period around 1930, and this is thought to have pushed forward more forest dilapidation by statistics data. It was
limited during the period of 10⊖20 years that excessive production was carried out. Since the forest conservation
project was to increase the effect, now that 70 years after the war has passed, the forest is looking at a sufﬁciently 
recovered.
However, it is in condition that the forest was left untreated and is hard to say that the function of the public beneﬁt
that the forest has been shown continuously now. Based on the actual situation in the times while the production
activities of forest products were carried out actively, drawing the future vision of forest will be necessary.
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《論　説》
フランスにおけるメトロポールの誕生と開発評議会
―ストラスブール・ユーロメトロポールを一例に―
岩　　淵　　　　　　泰
１　はじめに
　本稿は，フランスのメトロポールの誕生と開発評議会の分析を通じて持続可能な都市成長の基盤となる
市民参加の発展について明らかにする。メトロポールは，2014年MAPTAM法（Loi n° 2014⊖58 du 27 janvier 
2014 de modernisation de l’action publique territoriale et d’afﬁrmation des métropoles）によって設立された都市
広域連合体であり，地域経済を牽引する役割を担っている。また，開発評議会は，MAPTAM法と2015年
NOTRe法（Loi n° 2015⊖991 du ７ août 2015 portant nouvelle organisation territoriale de la République）の双方に
規定され，市民，企業，アソシエーション，組合，教育機関の代表者が，まちづくりについて議論を重ね
る参加民主主義の制度である。本稿は，メトロポールにおける都市成長戦略の変化とストラスブール・ユー
ロメトロポール開発評議会の活動を紹介する。
　メトロポールとは何かを論ずるために，日本とは異なるフランスの地方制度を簡単に整理したい。日本
の地方構造は，国，47の都道府県，1,741の市町村からなる３層制となっている。一方，フランスでは，国，
18の広域圏（2016年１月１日以降，欧州内13，海外領５），101の県，そして，36,529のコミューン（市町
村）の４層制であり，平均人口は約2,000人程度の零細なコミューンが多数を占める。小さなコミューンは，
地域への愛着が高くなり，地域住民同士の共助が機能しやすいという利点がある一方，効率的な行政サー
ビスの提供が難しくなるという課題もある。
　このような状況に対し，フランス政府は1971年のマルスラン法（Loi n° 71⊖588 du 16 juillet 1971 sur les 
fusions et regroupements de communes）でコミューンの合併を推進したが失敗に終わり，コミューンの広域
連合化の道を選択することになる。コミューン広域連合は，コミューン単体では困難な環境政策，水道，
都市開発，公共交通などの仕事を担っている。政府は，1999年，シュヴェヌマン法（Loi n° 99⊖586 du 12 
juillet 1999 relative au renforcement et à la simpliﬁcation de la coopération intercommunale）によってほぼ全ての
コミューンを広域連合に組み入れる成果を挙げた。21世紀に入ると，コミューン広域連合は，市民への
公共サービスの提供だけではなく，欧州統合やグローバルな都市競争の中に都市政策を位置づけていく。
2009年，バラデュール地方分権改革委員はメトロポールを含んだ地方制度改革に関する報告書を作成し，
2014年，フランスの主要14都市にメトロポールが設置されることになる。現在，フランスの行政組織は，
国，広域圏，県，コミューン広域連合（メトロポールを含む），コミューンといった複雑な構造で形成され，
フランスでは「ミルフィーユ」と呼ばれている。
　メトロポール設置の背景として，フランスの主要都市が，国内や都市内部の課題に目を向けるだけでは
なく，産業文化の振興を含んだ都市のエクセレンスを磨くまちづくりを始めた点が挙げられる。具体的に
は，若者の生活支援や文化サービスの提供などソフト事業だけではなく，バスや路面電車の公共交通，広
場や公園などの公共空間，産業イノベーションパークの建設などハード面の整備も充実させることである。
ここで重要となるのは，持続可能な都市の実現には政治や行政によるトップダウンでの政策決定ではなく，
市民の意見を拾い上げることが不可欠であり，環境に優しく快適に生活できる都市形成には，市民が主体
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的に参画する機会を準備しなければならないことである。
　日本の地方自治体が市民協働のまちづくりを目指しているように，フランスでは，「熟議」や「対話」といっ
た参加民主主義をキーワードに据えている。参加民主主義とは，選挙を通じて議員を選出する代表民主主
義に対して，まちづくりに市民参画の機会を提供するなど，直接民主主義を目指すものである。フランス
の地方行政には，参加型予算，市民陪審制，ワークショップ，青年評議会，外国人評議会，地区評議会，
開発評議会など多彩な制度が設けられており，行政や議会はこれらの市民参画を活用しながらまちづくり
のイニシアチブを発揮している。
　本稿は，メトロポールにおける経済成長戦略とそれらを支える開発評議会の活動を分析するにあたって，
先行研究として以下のものを参照した。コミューン広域連合の改革を紹介した山﨑，オランド政権下の地
方分権改革を分析した玉井，また，大パリ・メトロポールの設置から「県と市」よりも「州政府とコミュー
ン広域連合」の強化が見られることを指摘した西村，国と地方の連携によって，メトロポールがフランス
の企業的競争力を回復する役割を持っていると指摘する中田，都市開発における地区評議会の役割を論じ
た江口による研究である。
　これら先行研究に共通していることは，地方分権の進むフランスにおいて，メトロポールが産業イノベー
ションによるまちづくりを牽
けんいん
引していることである。本稿では，メトロポールの誕生によってフランスの
主要都市にどのような変化が起きているのか，また，メトロポールに併せて設置されている開発評議会の
役割について明らかにする。そして，メトロポールの誕生とは，国家による成長からグローバルな都市ネッ
トワークの時代への転換を意味し，それは，多様な主体の参加に支えられていることに注目したい。
２　メトロポールの概要とそのイノベーション政策
２−１　メトロポールの設置とその権限
　フランス国立統計経済研究所（INSEE）の調査によると，1982年から2011年にかけてフランスの人口は
940万人増加し，6,490万人となった１。増加分は，パリ都市圏で20％，13の都市圏で30％と集中しており，
特に，モンペリエ，トゥルーズ，ボルドーでは移住者の割合が大きくなってきている。フランス領土の２
割部分に人口の４分の３が集中し，メトロポール周辺に約2,500万人が生活をしている。一方で，都市部
での過密化は，住宅不足，家賃の高騰，交通問題，自然環境に乏しいという課題も生み出し，それらを懸
念する人々は，都市中心部を離れるケースも生じている。そのため，メトロポールでは，貧困対策，環境
保全対策，住宅不足への対策，住民同士による社会連帯の強化，公共交通の整備を通じて生活の質を高め
るまちづくりを進めている。また，メトロポールは，国内外からの投資及び，起業家や技術者の受け入れ
などビジネスチャンスに富んだ都市を目指しており，大学などの研究機関と連携してベンチャー企業の支
援にも力を入れている。
　ここでまず，メトロポール誕生の背景を説明したい。メトロポールの設置に向けた議論は，2000年
代，国土整備・地方の魅力省庁間庁（DATAR: délégation interministérielle à l’aménagement du territoire et à 
l’attractivité régionale）により，パリを欧州拠点都市のひとつとした比較研究から始まった。2007年，ニコ
ラ・サルコジ（Nicola Sarkozy）大統領は，大パリ構想など都市構想を提示し，2008年，ドミニク・ペル
ベン（Dominique Perben）は，経済・社会統合・持続可能な開発を融合が不可欠であるとしたメトロポー
ルに関する報告書をまとめている。さらに，2009年３月，地方分権改革委員であったエドゥアール・バラ
デュール（Edouard Balladur）は，法整備を通じたメトロポールの設置を提案し，2014年，広域共同体に
１　人口統計は，INSEEのClanché, F.（2014）を参照。
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強大な権限を与えることになるMAPTAM法が制定される。
　MAPTAM法は，人口65万人以上の都市圏の中で人口40万人以上のEPCI（課税型広域連合体）をメトロポー
ルの対象にし，2015年１月リール，ストラスブール，リヨン，グルノーブル，モンペリエ，トゥルーズ，
ボルドー，ナント，レンヌ，ブレスト，ルーアンが新たに移行した。2016年１月には，パリとエクス＝マ
ルセイユ＝プロヴァンスにもメトロポールが設置されている。なお，メトロポールのうち，パリ，エク
ス＝マルセイユ＝プロヴァンス，リヨンの３都市は特別な地位を有しており，一般法によるその他のメト
ロポールとは区別される。
図表１：フランス・メトロポールの分布図２
　メトロポールの定義は，以下の通りMAPTAM法43条にまとめられている。
　「メトロポールは，地域の統一性・競争力の強化や持続的発展のため，地域の経済，環境，教育，文化，
社会の整備及び開発に関する計画の策定，実施を目的とする，地続きで飛び地を含まない複数のコミュー
ンによる課税型広域連合体である。メトロポールは，均衡ある地域の発展や地域内の協力により，都市の
経済，交通，大学，研究，イノベーションのネットワークの価値を向上させるものである３。」
　メトロポールは，地域の総合力を活用した持続可能な都市形成を目指すものであり，以下の６つの権限
が与えられている。
⑴経済・社会・文化に関する開発・整備
　経済開発・観光政策，高等教育・研究プログラム支援，産業立地，商業，アート，観光，港湾・空港，教育，スポーツ
⑵メトロポール圏域整備
　地域結束計画，公共交通の整備，道路や信号の整備，観光標識，自然や公園など都市空間整備
⑶地域の住宅政策
　住宅計画，社会住宅の財政支援，条件不利住民への対策，不衛生住宅の再建・除去
⑷都市政策
　都市・地域開発に関する契約，犯罪防止
⑸共同サービスのマネジメント
　上下水道，消防・救急
⑹環境保護・生活政策
　ごみ収集，大気汚染対策，騒音対策，エネルギー政策，熱・冷房ネットワークの創設・維持
図表２：メトロポールにおける６つの権限
　このようにメトロポールの権限は，経済政策，イノベーション政策，エネルギー政策，観光政策，研究
支援政策，交通政策，住宅政策，治安，都市開発など多岐に渡っている。続けて，メトロポールの特徴的
２　フランス政府HPを岩淵が加筆。（http://www.gouvernement.fr/partage⊘3157-metropoles-regions-clarification-des-competences-un-
train-de-reformes） （accessed Dec⊘26⊘2017）
３　黒瀬敏文，植村哲，勝目康，白水伸英，西村高則（2014）「オランド大統領によるフランスの地方自治制度改革に関する
動向（二）〜日仏比較論・フランス政治学的観点から見た地方分権関連法律」798号45頁を加筆。
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な政策から都市内外の組織と団体が連携を強化している点を確認する。
２−２　メトロポールにおけるイノベーション戦略
　メトロポールでは，都市ブランドの構築やイメージアップが進められている。たとえば，文化首都のパ
リ，アートのナント，ワインと美食のボルドー，欧州首都のストラスブールなど，若者や起業に向けた地
域自慢や生活環境の良さをPRしたり，産業界や大学との連携を軸として競争力の高い都市のエクセレン
スを追求したりしている。本稿では，メトロポールの経済競争力を高める３つの施策を紹介する。①持続
可能な開発に向けたメトロポールの革新的試みをネットワークさせる国－メトロポール契約である。②起
業支援といったエコシステムを構築するフレンチテックである。③メトロポール設置に先駆けて改革が進
められた大学再編によるイノベーション政策である。
⑴国－メトロポール契約（Pacte État-Métropoles）　
　2016年７月に発表された国－メトロポール契約とは，代替可能なエネルギー活用など，メトロポールに
よるスマートシティの実現を政府が支援し，先進的取組を行う15のメトロポールをネットワーク化するも
のである。各メトロポールは，図表３が示すように①エネルギー転換と環境，②スマートシティとモビリ
ティ，③経済的エクセレンスと国際影響力からなる三つのカテゴリーに分けられている。国－メトロポー
ル契約の特徴は，レジャー施設，住宅開発，医療福祉，アメニティの向上など各都市で行われているスマー
トシティの戦略を結び併せ，フランス全体を俯瞰的に把握できることだ。メトロポールは，イノベーショ
ン，テクノロジー，デジタルの分野での研究を集中させ，大学を中心にした有能な若者のソーシャルネッ
トワークも併せて育成し，ビジネスへの展開を狙いとしている。
１　エネルギー転換と環境
　　グルノーブル（エネルギー転換に向けたエコシステム）
　　ナント（地域食糧計画と未来に向けた国益マーケット）
　　パリ（レジリエンスなメトロポール）
　　ストラスブール（ライン川流域エコパーク：経済・エコロジー・エネルギー転換の実験）
２　スマートシティとモビリティ
　　リール（モビリティエコボーナス），リヨン（リビングラボ，デジタル）
　　ニース（スマートメトロポール），レンヌ（新しいスマートモビリティの実験場）
　　ルーアン（セーヌ川の再生），トゥルーズ（コンパクトで連携したメトロポール）
３　経済的エクセレンスと国際影響力
　　エクス＝マルセイユ＝プロヴァンス（スマートシティ，地中海の窓口）
　　ボルドー（メトロポールの利益に適う計画の実践）
　　モンペリエ（ヘルスキャピタル）ナンシー（システム工学によるイノベーション）
　　ブレスト（海の世界キャンパス）
図表３：国−メトロポール契約における三つのカテゴリー
⑵フレンチテック（French Tech）
　フレンチテックは，起業を試みる優秀な人材をフランスに呼び込み，政府の後押しのもと，革新的な企
業と産業を生み出すプロジェクトである。ヘルスケア，環境テクノロジー，バイオテクノロジー，金融な
どデジタルに関する分野において，フランス国内外のパートナーを通じて企業のスタートアップを支援し
ており，世界で最も成長力のあるテクノロジーエコシステムとして評価されている。起業を支援するため
に，投資家，技術者，開発者，大企業，業界団体，メディア，公共団体，研究機関との連携が進められて
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な政策から都市内外の組織と団体が連携を強化している点を確認する。
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どデジタルに関する分野において，フランス国内外のパートナーを通じて企業のスタートアップを支援し
ており，世界で最も成長力のあるテクノロジーエコシステムとして評価されている。起業を支援するため
に，投資家，技術者，開発者，大企業，業界団体，メディア，公共団体，研究機関との連携が進められて
－69－
フランスにおけるメトロポールの誕生と開発評議会
いる。フレンチテックのテーマには，健康・バイオ・医療，製造業，教育・エンターテイメント，クリー
ン技術，金融，セキュリティ・プライバシー，小売，フード，スポーツなどの９のテーマがあり，パリや
その他のメトロポールもそれぞれのエコシステムを設置している。フレンチテックでは，世界から優秀な
人材を呼び込むために一年の滞在許可や給付金などのインセンティブを準備しており，フランスの新しい
起業文化として注目されている。
図表４：フレンチテックによる都市のラベル化４
⑶大学再編によるイノベーション政策
　メトロポールの唱える産業イノベーションを支える上で，重要なパートナーになっているのが，大学を
中心とした研究教育機関である。21世紀に入り，政府は大学組織のシンプル化を通じて競争力を高め，大
型投資による産業クラスターの形成に力を入れている。
　2006年には各都市に設置されている地理的に近い大学が連携し，研究教育拠点（PRES: Pôle de 
Recherche et d’Enseignement Supérieur）を誕生させている。大学再編の意図は，他国から複雑で分かりづら
いと批判されてきた大学の統合化を進め，教員や生徒数をまとめることで国際ランキングを向上させるこ
とである。加えて，規模を拡大させた大学は地方公共団体や企業と議論を重ねて，政府やEUからの大型
研究プロジェクトの獲得に向かっている。地方公共団体と企業が大学との連携を強化しているのは，政府
による大学への投資が，メトロポールのまちづくりにも大きな影響を与えるからである。
４　フランス政府HPに岩淵が加筆。（http://www.lafrenchtech.com/en-action/le-label-metropoles-french-tech） （accessed Dec⊘26⊘2017）
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図表５：都市と大学再編５
　2009年，イノベーションクラスターの形成を意図した「未来への投資計画（Investissements d’avenir）」
が発表された。その中には，世界レベルの研究大学を選抜して投資する「卓越した高等教育研究拠点（IDEX: 
Initiatives d’excellence）」も含まれている。IDEXは，大学を中心とした地域グループに対する投資を対象
としているが，その獲得には，大学の研究と教育による地域の雇用創出など地方公共団体や経済界の投資
や支援も評価の基準となっている。
　第２章では，メトロポールの設置とその権限についてまとめた。その都市内部では，持続可能な開発の
支援，フレンチテック，大学再編と大型投資計画など様々な強みが追求されていること，また，その成長
戦略が，国や地方行政だけではなく，地域の諸団体によって支えられている点を明らかにした。第３章は，
メトロポールの定義にもあるように「地域の統一性・競争力の強化や持続的発展」に向けて，市民，団体，
企業，大学，病院，商店など都市のステークホルダーがいかに目標を共有し，議論しているのかを検討する。
３　開発評議会の設置
３−１　持続可能な開発に向けた開発評議会の役割
　MAPTAM法とNOTRe法では，メトロポールに対して経済・社会・文化・教育・科学技術・アソシエー
ションの代表から構成される開発評議会の設置を任意で認めている。開発評議会の役割は，メトロポール
の将来予測，持続的発展に関する政策や評価などまちづくり全般について諮問し，議会や行政に市民社会
の声を届けるために提案書や年次報告書を作成することである。開発評議会は，フランス本土と海外領土
を含めて300 〜 500程あり，そのうち200が活発に活動しているという６。その内訳は，22のメトロポール，
５　大学学長会議のHPを岩淵が加筆。（http://www.cpu.fr/actualite/regroupements-universitaires-25-grands-ensembles-pour-viser-
lexcellence/）（accessed Dec⊘26⊘2017） 
６　Caroline Meggléによる開発評議会のインタビュー記事を参照。（https://www.caissedesdepotsdesterritoires.fr/cs/ContentServer/?p
agename=Territoires/Articles/Articles&cid=1250279778436&nl=1）（accessed Dec⊘26⊘2017）
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図表５：都市と大学再編５
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80の広域エリア，80のふるさと圏と地方均衡調整拠点（PETR:  pôle d’équilibre territorial et rural）が含まれ，
開発評議会は，フランス市民社会の意見を表面化させている。
　フランスでは，市民社会を構成する代表者が集まり政策について議論を重ねる評議会が，欧州，国，地
域圏，県，コミューン広域連合で設置されてきた。上院（Sénat）や下院（Assemblée nationale）に対し
て，第三の議会と呼ばれる経済社会環境評議会（CESE: Conseil économique, social et environnemental）があ
り，地域圏議会に対して，地域圏経済社会環境評議会（CESR: Conseil économique, social et environnemental 
regional）が設けられている。議会だけではなく，市民代表や団体代表が集まる評議会の発展は，フラン
ス民主主義の特徴を表わすものといえる。
　開発評議会が設置された背景は以下の通りである。はじめに，民主主義の赤字を埋め合わせる必要があ
ることだ。コミューン広域連合の議会や行政には大きな権限と財源が与えられているが，その議員を市民
が直接選ぶことができない点が批判されてきた。そこで，まちづくりの重要な方針や決定に対して，市民
社会が審議できるように整備されたのである。公共政策の意思決定過程で市民がまちづくりを提案し，改
善する要素を含めることで効率性を高める狙いもある。
　 全 国 ネ ッ ト ワ ー ク で あ る 開 発 評 議 会 全 国 連 絡 会（CNDP: Cordination Nationale des Conseils 
Développement）は，開発評議会の役割について以下のようにまとめている。①社会的な結合を通じて，
公的な政治を改善すること，②意思決定プロセスを充実させること，③地域の主要な課題を共有すること，
④市民と議員との間で信頼関係を回復することである。
　開発評議会は，1995年のパスクワ法（Loi n° 95⊖115 du ４ février 1995 d’orientation pour l’aménagement et 
le développement du territoire），1999年６月25日ヴォワネ法（Loi n° 99⊖533 du 25 juin 1999 d’orientation pour 
l’aménagement et le développement durable du territoire）そして，1999年シュヴェヌマン法で既に設置されて
いるが，2014年MAPTAM法と2015年NOTRe法によってメトロポールにも任意に設置されることになった。
３−２　開発評議会の法的位置づけについて
　NOTRe法は，開発評議会の法的位置づけを以下のようにまとめている。①開発評議会は，20万人以上
が生活するEPCI（課税型広域連合体）に設置され，評議会は，社会，文化，教育，科学，環境，アソシエー
ションの代表により構成されている。②開発評議会は，広域行政体内部の審議会によって設置が検討され，
無報酬である。③開発評議会は，任意に設置できる。④広域行政体におけるまちづくりを協議することが
できる。⑤活動報告書を作成することである。
　CNDPは開発評議会に期待される成果として，①地域に関する公共議論の活性化，②理解を共有し，専
門知識の評価：決定の一助となること，③地域プレーヤーによるネットワークの活性化，④地域活性化，
⑤人々の感化と巻き込み：もうひとつの公共を創出，⑥行動と計画を持ち入れ，集団のイニシアチブを実
験，⑦利用できる専門知識を生産，⑧市民イニシアチブと計画の評価など，８点を挙げている。以上のよ
うに開発評議会への期待は多岐にわたっているが，開発評議会そのものは地域の特色に応じて自主的な運
営がなされている。たとえば，ストラスブール・ユーロメトロポール開発評議会（以下，ユーロメトロポー
ル開発評議会）は，MAPTAM法やNOTRe法以前から対話の空間を設けてきたボルドーやナントなどを参
考にしながらも，ドイツや国際機関の参加者をメンバーにするなど特色のある運営がなされている。４章
では，ユーロメトロポール開発評議会の事例を検討する。
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４　ストラスブール・ユーロメトロポール開発評議会
４−１　ユーロメトロポール開発評議会の構成
　ストラスブール市は，フランス北東部に位置する人口約27万人の都市である。ドイツ国境に接し，EU
議会があり，カトリーヌ・トロットマン元市長（Catherine Trautmann）による路面電車の整備など公共交
通のまちづくりでも知られている。現在は，33のコミューンを抱え，人口55万人を有するストラスブール・
ユーロメトロポール（Eurométropole de Strasbourg）が大きな権限を抱えており，大学と連携した産業イノ
ベーション，都市の過密化に対する広場の有効活用，自転車道の整備，そして，環境先進都市として多彩
な都市開発を実施している。
　ユーロメトロポール開発評議会は，2015年１月30日にユーロメトロポール議会の決定を受け，５月29日
に設置された。開発評議会がまず取り掛かったことは，20年間に渡る長期の発展計画に対して，市民が何
を望んでいるのかというコンセプトを整理することであった７。そして，活動指針を明確にするために憲
章を制定した。その内容は，人間中心主義，多様性における市民協働の尊重，オープンかつプラグマティッ
クな施策，任用期間中における自由の保護，党派性を帯びず独立することである。続けて，四つのミッショ
ンが定められている。①公共サービスと政治の質を改善すること，②メトロポールのネットワークの中に，
広域体を位置づけること，③市民主導でユーロメトロポール及び都市圏の文化をよりよく評価すること，
④外部に開かれた対話と地域民主主義によって新しい空間を創出することである。
　また，構成メンバーには，３年任期の114名の評議員がおり，その条件はユーロメトロポール，もしくは，
ドイツで生活し働いている人である。開発評議会には，ドイツのケール市も加盟している。選出方法には，
市民自身の立候補，抽選，指名による三つの方法があり，市民立候補（57名：425人立候補），指定された
職業種（40名：200分野），欧州，ドイツ，越境する国際機関代表者（17名）から選出されている。評議員
には，指定された職業種としてNPO関係者，大学教員，都市プランナーやジャーナリストが含まれ，また，
国際機関代表者にはEUやドイツの関係者も含まれている。総会は2015年に３回，2016年に６回開催され，
2017年には３回程の開催が見込まれている。約25名から構成される部会は月１回程度開催されているが，
ユーロメトロポール開発評議会は，参加率が50％を超えるなど新しく活発な組織となっている。
４−２　都市計画に対する開発評議会の提案
　ストラスブールは，約200キロ圏内に3,500万人を有する巨大な経済圏を抱え，欧州各国からの投資や企
業を呼び込むために，住みやすい都市づくりを展開してきた。近年は，エコロジーやモビリティを含めて
都市交通，車道と信号の整備，水道水，清掃，都市計画，住宅建設，経済開発，国際的なWaken地区の開発，
文化支援や図書館の連携などに力を入れており，広域自治体内の成長と生活のバランスを検討している。
　2015年ストラスブール開発評議会が取り上げたテーマは，インターネット利用者に対するデジタル知能
の使い方，市民参画で起こすエネルギー転換，ストラスブール広域自治体の都市計画の３点であった。評
議員は，これらのテーマについて56の提案を含んだ年次報告書を作成し，それらはユーロメトロポールの
議長と議員，33のコミューン，商工会議所，県などパートナー団体に提供されている。
　2016年度は，都市計画に関する提案を行っている。ストラスブールの経済発展は，コミューン広域連
合による都市開発に関わっており，1966年12月31日，27のコミューンによるCUS（Communauté Urbaine de 
Strasbourg）が誕生した後，2010年以降には，ユーロディストリクトでライン川を越えた都市政策を策定
するようになる。MAPTAM法によってストラスブール・ユーロメトロポールが設置された後も，2017年
７　2017年７月７日，筆者が，ストラスブール・ユーロメトロポールにて開発評議会の聞取調査を行った。
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４　ストラスブール・ユーロメトロポール開発評議会
４−１　ユーロメトロポール開発評議会の構成
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通のまちづくりでも知られている。現在は，33のコミューンを抱え，人口55万人を有するストラスブール・
ユーロメトロポール（Eurométropole de Strasbourg）が大きな権限を抱えており，大学と連携した産業イノ
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2017年には３回程の開催が見込まれている。約25名から構成される部会は月１回程度開催されているが，
ユーロメトロポール開発評議会は，参加率が50％を超えるなど新しく活発な組織となっている。
４−２　都市計画に対する開発評議会の提案
　ストラスブールは，約200キロ圏内に3,500万人を有する巨大な経済圏を抱え，欧州各国からの投資や企
業を呼び込むために，住みやすい都市づくりを展開してきた。近年は，エコロジーやモビリティを含めて
都市交通，車道と信号の整備，水道水，清掃，都市計画，住宅建設，経済開発，国際的なWaken地区の開発，
文化支援や図書館の連携などに力を入れており，広域自治体内の成長と生活のバランスを検討している。
　2015年ストラスブール開発評議会が取り上げたテーマは，インターネット利用者に対するデジタル知能
の使い方，市民参画で起こすエネルギー転換，ストラスブール広域自治体の都市計画の３点であった。評
議員は，これらのテーマについて56の提案を含んだ年次報告書を作成し，それらはユーロメトロポールの
議長と議員，33のコミューン，商工会議所，県などパートナー団体に提供されている。
　2016年度は，都市計画に関する提案を行っている。ストラスブールの経済発展は，コミューン広域連
合による都市開発に関わっており，1966年12月31日，27のコミューンによるCUS（Communauté Urbaine de 
Strasbourg）が誕生した後，2010年以降には，ユーロディストリクトでライン川を越えた都市政策を策定
するようになる。MAPTAM法によってストラスブール・ユーロメトロポールが設置された後も，2017年
７　2017年７月７日，筆者が，ストラスブール・ユーロメトロポールにて開発評議会の聞取調査を行った。
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１月１日には，33のコミューンへと加盟数を増やしてきた。ストラスブールにおける都市戦略の特色は，
ドイツやスイスなど国境を越えた経済圏を対象にしながら，2010年７月12日環境グルネル第二法（loi n° 
2010⊖788 du 12 juillet 2010 portant engagement national pour l’environnement）による気候対策や持続可能な開
発など先進的なまちづくりに挑戦することである。
　以上のような背景を持つユーロメトロポールの都市計画であるが，開発評議会は，「欧州とライン流域
圏に影響のあるメトロポール」，「プロキシミテなメトロポール」，「持続的なメトロポール」という三つを
目標に掲げ，経済発展に併せて，人間的な規模，連帯，価値観の保持を要求している。これは，都市圏が
無秩序に拡大するのを防ぎ，農業や自然環境への配慮や，公園や文化・スポーツ施設の活用など開発評議
会による独自の視点を提示するものである。ストラスブールの市民社会は，経済成長に留まらず，社会連
帯の強化を訴えることになる。
　さらに，懸案・提案として，①経済開発によって住宅不足が生じること，②交通政策において自転車優
先道路も増加しているが，その他の新しい提案が盛り込まれていないこと，③生物多様性の実現に向け，
図表６：2015年ユーロメトロポール開発評議会・年次報告書
図表７：エネルギー転用（左）とデジタルの活用（中）都市計画に関するポスター（右）
336
－74－
岩　淵　　　泰
動物や植物への緑と水の道を延長することや都市農園を拡大させることが挙げられている。これらの課題
に対処することで，市民が快適な暮らしにアクセスできることを目指している。
　これらの意見は，提案書や年次報告書として，議会や行政，そして，関係団体と共有されるが，メトロ
ポールの設置した市民代表者の意見であるため，その提案は軽く扱われるものではない。また，政策立案
者にとっても，行政が知りえなかった情報を得るメリットも含まれている。メトロポールが円滑に都市成
長を続けるためには，市民参画をどのように組み入れるかが重要となっている。
４−３　持続可能な開発を支える市民参加の仕組み
　メトロポールの目指す持続可能な開発は，地域で生活する市民自身がグローバルな課題について議論を
重ね，実践することで達成される。開発評議会の議論と提案は，都市のステークホルダー（利害関係者）
が自分たちのまちづくりへ積極的に参画することで実現していく。第二章では産官学による多様なネット
ワークの構築を紹介したが，都市間競争時代におけるまちづくりの本質は，人材や技術を集積させた地域
の総合力といえる。
　地域政治を民主主義的なものに変える評議会制度の貢献として挙げられるのは，①市民主導のまちづく
りを勇気付けること，②持続可能な都市成長を市民がイメージできること，③政策決定過程を透明にする
こと，④市民が新しいエコロジーの世界を描くこと，⑤地域課題が明白になること，⑥地方行政の官僚化
を防ぐこと，⑦議員への権限集中を抑えること，⑧重要な決定を議会や行政に任せず，自治の意識を育む
ことである。
　市民参加がまちづくりの抱える課題を全て解決できるわけではなく，開発評議会の意見や提案が都市政
策を充分に分析できない場合もありうると本稿は付しておくが，市民が抱く地域への思い，関心，そして，
不安を共有し，議論しあうことは，まちづくりの活性化に繋がっていく。議会や行政が市民や団体に都市
の方針を説明するだけではなく，市民社会の目線から経済成長戦略を検討することで，メトロポールは暮
らしやすく，民主主義的なものへと発展していく。開発評議会によって明らかになったことは，力強いま
ちづくりには市民の熟議が必要であるということである。
５　むすびにかえて
　本稿では以下の点を明らかにした。第１に，メトロポールはMAPTAM法によって設立され，持続可能
な開発を牽引する役割を担っており，国－メトロポール契約，フレンチテック，大学再編と大型投資計画
による産官学によるネットワークが構築されていることである。第２に，市民社会からの参加を表わす開
発評議会は，MAPTAM法とNOTRe法により設置され，議会や行政とは異なった視点からまちづくりの意
見を提示する参加民主主義の制度であるということだ。
　メトロポールの誕生は，国が地方の経済成長に責任を持つ時代から都市競争が国を活性化させる時代へ
の変化を意味している。都市は国による大型投資や支援を受けて，情報，技術，起業，生活の質，アメニ
ティを集積させたイノベーション拠点へと成長し，一方，開発評議会は，民主主義の赤字を埋め合わせな
がら，魅力的な都市づくりに向けた市民社会の参画を促している。持続可能な都市形成に市民参加が不可
欠であるのは，市民が描くまちづくりの構想なくしては，住みやすい環境もライフスタイルの実現もまま
ならないからだと述べて，本稿を締めくくりたい。
　今回，ストラスブール市以外の開発評議会や地区評議会（Conseil de Quartier），そして，産業イノベーショ
ン政策の成果と課題について取り上げることができなかったが，それらは開発評議会の今後の発展を含め
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動物や植物への緑と水の道を延長することや都市農園を拡大させることが挙げられている。これらの課題
に対処することで，市民が快適な暮らしにアクセスできることを目指している。
　これらの意見は，提案書や年次報告書として，議会や行政，そして，関係団体と共有されるが，メトロ
ポールの設置した市民代表者の意見であるため，その提案は軽く扱われるものではない。また，政策立案
者にとっても，行政が知りえなかった情報を得るメリットも含まれている。メトロポールが円滑に都市成
長を続けるためには，市民参画をどのように組み入れるかが重要となっている。
４−３　持続可能な開発を支える市民参加の仕組み
　メトロポールの目指す持続可能な開発は，地域で生活する市民自身がグローバルな課題について議論を
重ね，実践することで達成される。開発評議会の議論と提案は，都市のステークホルダー（利害関係者）
が自分たちのまちづくりへ積極的に参画することで実現していく。第二章では産官学による多様なネット
ワークの構築を紹介したが，都市間競争時代におけるまちづくりの本質は，人材や技術を集積させた地域
の総合力といえる。
　地域政治を民主主義的なものに変える評議会制度の貢献として挙げられるのは，①市民主導のまちづく
りを勇気付けること，②持続可能な都市成長を市民がイメージできること，③政策決定過程を透明にする
こと，④市民が新しいエコロジーの世界を描くこと，⑤地域課題が明白になること，⑥地方行政の官僚化
を防ぐこと，⑦議員への権限集中を抑えること，⑧重要な決定を議会や行政に任せず，自治の意識を育む
ことである。
　市民参加がまちづくりの抱える課題を全て解決できるわけではなく，開発評議会の意見や提案が都市政
策を充分に分析できない場合もありうると本稿は付しておくが，市民が抱く地域への思い，関心，そして，
不安を共有し，議論しあうことは，まちづくりの活性化に繋がっていく。議会や行政が市民や団体に都市
の方針を説明するだけではなく，市民社会の目線から経済成長戦略を検討することで，メトロポールは暮
らしやすく，民主主義的なものへと発展していく。開発評議会によって明らかになったことは，力強いま
ちづくりには市民の熟議が必要であるということである。
５　むすびにかえて
　本稿では以下の点を明らかにした。第１に，メトロポールはMAPTAM法によって設立され，持続可能
な開発を牽引する役割を担っており，国－メトロポール契約，フレンチテック，大学再編と大型投資計画
による産官学によるネットワークが構築されていることである。第２に，市民社会からの参加を表わす開
発評議会は，MAPTAM法とNOTRe法により設置され，議会や行政とは異なった視点からまちづくりの意
見を提示する参加民主主義の制度であるということだ。
　メトロポールの誕生は，国が地方の経済成長に責任を持つ時代から都市競争が国を活性化させる時代へ
の変化を意味している。都市は国による大型投資や支援を受けて，情報，技術，起業，生活の質，アメニ
ティを集積させたイノベーション拠点へと成長し，一方，開発評議会は，民主主義の赤字を埋め合わせな
がら，魅力的な都市づくりに向けた市民社会の参画を促している。持続可能な都市形成に市民参加が不可
欠であるのは，市民が描くまちづくりの構想なくしては，住みやすい環境もライフスタイルの実現もまま
ならないからだと述べて，本稿を締めくくりたい。
　今回，ストラスブール市以外の開発評議会や地区評議会（Conseil de Quartier），そして，産業イノベーショ
ン政策の成果と課題について取り上げることができなかったが，それらは開発評議会の今後の発展を含め
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て次の研究課題とする。
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フランスにおけるメトロポールの誕生と開発評議会
Metropole City and the Development Council in France: 
Strasbourg Eurométropole as an Example
Yasushi Iwabuchi
Abstract
　This article shows the relation between urban development and local democracy in France by analyzing Metropole 
City and the Development Council. Metropole City supports its innovation industry through contracts with the State-
Metropole City, French Tech, and university investment in different stakeholders such as economic groups and 
universities. This article puts forward the following questions. First, what kinds of networks does Metropole City 
create to win global city competitions? Second, how does the Development Council function after the MAPTAM law 
of 2014 and the NOTRe law of 2015? To answer these questions, this article uses Strasbourg Eurométropole as an 
example.
